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本日の説明事項本日の説明事項

１．原産地規則の基本

２. 原産地基準

積送基準３.   積送基準

手続的規定４.  手続的規定

５ ケ ススタデ５.   ケーススタディ
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関税上の特恵待遇関税上の特恵待遇

貨物の輸入に際し、一般の関税率よりも低い関税率貨物 輸入 際 、 般 関税率よりも低 関税率
（特恵税率）が適用されること

般特恵 税率一般特恵(ＧＳＰ)税率

開発途上国の原産品に対して、一般の関税率よりも
低い関税（ 般特恵税率）を適用低い関税（一般特恵税率）を適用。

経済連携協定(ＥＰＡ)特恵税率
ＥＰＡ相手国の原産品に対して、一般の関税率より
も低い関税（ＥＰＡ特恵税率）を適用。

特恵制度では 相手国を原産地とする貨物
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特恵制度では、相手国を原産地とする貨物
（相手国の原産品）に対してのみ特恵待遇を与える。



ＥＰＡ税率を適用する原産品とは
原産地基準の必要性

相手国

相手国から輸入された

‐原産地基準の必要性 ‐

相手国から輸入された
ワインといっても、材料
に着目するといろいろ
なものがありえる。

第三国 相手国

なものがありえる。

ＥＰＡによる特恵税率特 税
の対象となる相手国の
ワインとは何か決めて
おく必要がある。

第三国 相手国

原産地規則を定め、原
産 規 産産地規則を満たす原産
品のみを特恵税率適
用の対象とする

ぶどうを収穫 醸造 ビン詰め
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特恵税率適用に必要な４つの条件特恵税率適用に必要な４つの条件
①輸入される産品に関して、特恵税率が設定されていること
（ＥＰＡ：協定の譲許表 一般特恵：暫定措置法別表）

他の国

（ＥＰＡ：協定の譲許表、 般特恵：暫定措置法別表）

相手国 ③日本への運送の途上で｢原産品｣という他 国 相手国
資格を失っていないこと(＝特恵原産地
規則上の積送基準を満たしていること)

日本

②生産された貨物が、｢原産品｣である
と認められること( 特恵原産地規則

④税関に対して、原産地基準及び積送
基準の両方を満たしていることを証
明すること(＝特恵原産地規則上の原産

書 び( 応 ) 送 件と認められること(＝特恵原産地規則
上の原産地基準を満たしていること)

地証明書及び(必要に応じ)運送要件証明
書を提出すること)（手続的規定）

特恵税率適 ため は①②③④ 全 を満たす必 がある
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特恵税率適用のためには①②③④の全てを満たす必要がある



2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

：大筋合意

：署名
各国とのＥＰＡの進捗状況

： 事前協議等
： 交渉
： 発効済み

参考

シンガポール

メキシコ

マレーシア

11月

４月
９月３月

５月

９月協定の見直し 改正議定書

12月
７月

改正議定書４月協定の見直し

チリ

タイ

インドネシア

ブ

９月

11月

７月

３月

４月

８

９月

９月

11月

ブルネイ

ＡＳＥＡＮ全体

フィリピン

７月

12月

６

４月

12月

８月

11月 12月
９月

スイス

ベトナム

インド

ペ

９月

10月

２月

12月

１月 ９月 ２月
８月

ペルー

韓国

ＧＣＣ

豪州

12月

月

５月 11月

9月

５月 ３月

豪州

日中韓

モンゴル

ＥＵ

4月

６月

５月

6月

ＥＵ

カナダ

コロンビア

７月

３月

11月

（注）ＧＣＣ（湾岸協力理事会） アラブ首長国連邦、オマーン、カタール、クェート、サウジアラビア、バーレーン
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ＥＰＡ原産地規則の三大構成要素の内容

完全生産品
原産地規則の
３つの構成要素

３種類の原産品

原産地基準
関税分類変更基準原産材料のみから生

品目別規則
（材料：[自然]または
完全生産品のみ）

構成要素

原産地規則
積送基準

加工工程基準

付加価値基準
産される産品

（材料：原産品のみ）

実質的変更基準を満
たす産品 実質的変更基準の例外

累積

（材料：非原産材料を使用）

手続的規定
累積

僅少の非原産材料

原産資格を与えるこ
ととならない作業

原産地証明書
運送要件証明書

通し船荷証券の写し ととならない作業通し船荷証券の写し

積替国の官公署が発給
した証明書

税関長が適当と認めるもの
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した証明書



２ 原産地基準２．原産地基準

（１）原産品の３類型

（２）実質的変更基準の種類
‐関税分類変更基準
‐付加価値基準
‐加工工程基準

（３）実質的変更基準の例外
累積‐累積

‐僅少の非原産材料
原産資格を与えることとならない作業‐原産資格を与えることとならない作業
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（１）原産品の３類型

日タイ経済連携協定（ＥＰＡ）第28条 原産品

この章に別段の定めがある場合を除くほか、次のいずれかの
産品は、締約国の原産品とする。

(a) 当該締約国において完全に得られ、又は生産される産品で
あって、２に定めるもの （※次スライド参照）

完全生産品

(b) 当該締約国の原産材料のみから当該締約国において完全に
生産される産品

完全生産品

生産される産品

(c) 非原産材料をその全部又は一部につき使用して当該締約国
において完全に生産される産品であ て 附属書２に定める

原産材料のみから生産される産品

において完全に生産される産品であって、附属書２に定める
品目別規則及びこの章の他のすべての関連する要件を満たす
もの

実質的変更基準を満たす産品実質的変更基準を満たす産品
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①完全生産品①完全生産品
日タイ協定第２８条２（a）

（ａ）生きている動物であって、
タイにおいて生まれ、かつ、
成育されたもの

（ｅ）タイにおいて抽出され、
又は得られる鉱物その他の
天然の物質
（原油等）（家畜等）

（ｂ）タイにおいて狩猟、わな
かけ、漁ろう、採集又は捕獲

（原油等）

（ｆ）タイの船舶（定義あり）によ
り、タイ及び日本の領海外のかけ、漁ろう、採集又は捕獲

により得られる動物
（捕獲野生動物等）

（ｃ）タイにおいて生きている

り、タイ及び日本の領海外の
海から得られる水産物その他
の産品
（公海で捕獲した魚等）

（ｃ）タイにおいて生きている
動物から得られる産品
（牛乳、卵等）

（ｄ）タイにおいて収穫され

（ｌ）タイにおいて（ａ）から（ｋ）
までに規定する産品のみから

（ｇ）～（ｋ） 略

（ｄ）タイにおいて収穫され、
採取され、又は採集される
植物及び植物生産品
（切り花等）

までに規定する産品のみから
得られ、又は生産される産品
（ （ａ）に該当する牛を屠殺し
て得られた牛肉等）
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②原産材料のみから生産される産品

生産 使用された材料はすべ 原産材料 あるた

②原産材料のみから生産される産品

生産に使用された材料はすべて原産材料であるた
め、外見上は１ヵ国で生産･製造が完結しているよう
に見えるが 実際には他の国の材料(非原産材料)をに見えるが、実際には他の国の材料(非原産材料)を
使用しているもの

原産材料

Ａ国Ｂ国

原産材料

非非原産材料
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③実質的変更基準を満たす産品③実質的変更基準を満たす産品

加工等
他の国

大きな
変化変化

最初の産品（材料）と違う
性質を持っている産品

｢実質的変更｣が起こった国を原産地とする
考え方を｢実質的変更基準｣と呼ぶ考え方を｢実質的変更基準｣と呼ぶ。
そして、このような産品を｢実質的変更基準
を満たす産品｣と呼ぶ。

12



原産地基準３つのカテゴリーの違い参考

①完全生産品 Ｘ国

１次材料２次材料

原産材
料Ｒ３

原産材
料Ｒ１

産 品
Ａ

原産材
料Ｒ２

材料をどこまで遡っても
原産材料のみ

原産材
料Ｒ４

料Ｒ３ 料Ｒ１

非原産材
料Ｒ３

②原産材料のみから
生産される産品

原産材
料Ｒ１

Ｘ国
料

産 品
Ａ

生産される産品

材料の材料(２次材料)の
うち、少なくとも１つは

原産材
料Ｒ２

原産材
料Ｒ４

料Ｒ１

③実質的変更基準を

非原産材料

原産材
料Ｒ１産材

Ｘ国

産 品
Ａ

③実質的変更基準を
満たす産品

材料(１次材料)のうち、
少なくとも は非原産

原産材
料Ｒ２

原産材
料Ｒ４

料Ｒ１非原産材
料Ｒ３

少なくとも１つは非原産
材料 非原産材

料Ｒ５ 13



（２）実質的変更基準の種類（２）実質的変更基準の種類

①関税分類変更基準①関税分類変更基準
すべての非原産材料と産品の関税分類番号に特定の変化があれば、
実質的変更があったとする基準

②付加価値基準
付加された価値がある基準以上であれば、実質的変更があったとする
基準

③加工工程基準
特定の加工工程がほどこされれば、実質的変更があったとする基準

⇒これらの基準は、EPAの「品目別規則」（例えば、日タイ協定
附属書２）に規定されている附属書２）に規定されている。
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参考

一般ルール

品目別規則に規定のない産品は、協定本体に規定
された共通するル ルを適用する

般

された共通するルールを適用する。

一般特恵
アセアン
スイス
ベトナム

インド
その他の
協定

ベトナム
協定

一般ルール 他の項の
材料から

他の項の
材料から

他の号の
材料から

品目別規
則 全材料から

の変更
材料から
の変更
又は

材料から
の変更
及び

則に全て
規定

又は

付加価値
40％以上

及び

付加価値
35％以上
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①関税分類変更基準①関税分類変更基準

等非原産材料 加工等 産品

（関税分類番号） （関税分類番号）

すべての非原産材料と産品の関税分類番号に特定の変化があれ
ば、大きな変化があったとする基準。ば、大きな変化があったとする基準。
HS２桁、HS４桁及びHS６桁の変更がある。

HS２桁の変更：○○の産品への他の類の材料からの変更
HS４桁の変更：○○の産品への他の項の材料からの変更
HS６桁の変更：○○の産品への他の号の材料からの変更

参考：1602.32のHSレベル
HS２桁：16類
HS４桁：1602項

16

HS４桁：1602項
HS６桁：1602.32号



①関税分類変更基準
日タイ協定品目別規則 第１６類 （肉、魚又は甲殻類、軟体動物若しくはその他の水棲無脊椎動物の調製品）

1602.32 第16.01項又は第16.02項の産品への他の類の材料からの変更
第 第 変 除（第１類又は第２類の材料からの変更を除く。）

A国 タイ

非原産材料
のみ考慮する

鶏の調製品
（第1602 32号）

小麦粉（11類）
Ａ国産

A国

日本（第1602.32号）国産

B国

日本

鶏（2類）
タイ産

たまねぎ（7類）
Ａ国産

非原産材料である小麦粉、たまねぎは、1類、2類、第16類以外の材料で
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非原産材料である小麦粉、たまねぎは、1類、2類、第16類以外の材料で
あることから、最終製品である鶏の調整品はタイ原産品と認められる。



②付加価値基準
・十分なコスト等が投入され「大きく価値が付加」された場合、大きな変化と考える。

・その国の生産において、付加された価値の割合を判断基準として利用。

①非原産材料⑤
基本的には、この部分が
｢付加された価値｣

②原産材料

③製造経費
①

③

④

⑤｢付加された価値｣

④労務費

⑤利益その他

②

産品のＦＯＢ価額 材料のＣＩＦ価額

産品の価額－非原産材料価額

産品の価額
×100 ≧Ⅹ％ という式により判断

その国で「付加された価値」と「産品との価額」を比較して原産資格割合（※QVC）を算出する。
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②付加価値基準
日タイ協定品目別規則 第２２類 （飲料、アルコール及び食酢）

2202.90 原産資格割合が４０パーセント以上であること（第2202.90号の産品
への関税分類の変更を必要としない。）。

下記の式により製品に占める付加さ
れた価値（非原産材料以外の価格）
の割合（＝付加価値）を算出し判断

A国 タイ

日本

第2202.90号

日本

付加
価値CIF価格50円 FOB価格200円CIF価格50円 FOB価格200円

40％以上なので
製品はタイ原産
品と認められる。

200－50
×100 ＝ 75％

産品の価額－非原産材料価額
×100 ＝

200
×100 75％

産品の価額
×100
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③加工工程基準

• 非原産材料にある特定の加工・作業が行われた場

③加工工程基準

非原産材料にある特定の加工 作業が行われた場
合、大きな変化があったと考える。

• その国で特定の加工・作業の有無で原産品か否かを• その国で特定の加工・作業の有無で原産品か否かを
判断する。

混合、加熱等
化学反応

Ａ Ｂ Ｃ
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③加工工程基準
日タイ協定品目別規則 第２７類 （鉱物性燃料及び鉱物油並びにこれらの蒸留物、歴青物質並びに鉱物性ろう）

2710.11 ‐ 2710.19 第2710.11号若しくは第2710.19号の産品への他の項の材料からの変更又
は、使用される非原産材料についていずれかの締約国に於いて化学反

応の工程を経ること（第2710.11号又は第2710.19号の産品への関税分類
の変更を必要としない。）変更を必要 。）

注釈 この類の適用上、「化学反応」とは、一の工程（生化学的工程を含む。）であって、
分子内の結合を裁断し、かつ、新たな原子内の結合を形成すること又は分子内の
原子の空間的配列を変更することにより、新たな構造を有する分子を生ずるもの
をいい 次の事項を含まないをいい、次の事項を含まない。

(a) 水その他の溶媒への溶解
(b) 溶媒（溶媒水を含む。）の除去
(c) 結晶水の追加又は除去

第2710.19号 第2710.19号

タイA国

化学反応 日本
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参考 同格ルール
日タイ協定品目別規則第３９類（プラスチック及びその製品）

39.16 ‐ 39.26

これらの３つの基準の
間に優先関係はない。

第39.16項から第39.26項までの各項の産品への当該各項以外の項
の材料からの変更、
①

間に優先関係はない。

三者は同格（いずれか
ひとつを満たしていれば
よい。）。

原産資格割合が40パーセント以上であること（第3916項から第3926②原産資格割合が40パ セント以上であること（第39.16項から第39.26
項までの各項の産品への関税分類の変更を必要としない。）又は、
②

使用される非原産材料についていずれかの締約国において化学反
応、精製、異性体分離の各工程若しくは生物工学的工程を経ること（第
3916項から第3926項までの各項の産品への関税分類の変更を必要と

③

39.16項から第39.26項までの各項の産品への関税分類の変更を必要と
しない。）
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累積
相手国の原産品を自国の原産材料とみなすという考え方

日タイ協定品目別規則 第６４類（履物及びゲートルその他これに類する物品並びにこれらの部分品）日タイ協定品目別規則 第６４類（履物及びゲ トルその他これに類する物品並びにこれらの部分品）

64.01‐64.05 第64.01項から第64.05項までの各項の産品への当該各項以外の
項の材料からの変更（第64.06号の材料からの変更を除く。）

タイ革靴
本底（靴底）

日本
非原産材料の靴底（第64.06項）が
品目別規則を満たしていないことか
ら、製品はタイの原産品とは認めら

第6403.59号
本底（靴底）

第64.06項

ら、製品はタイの原産品とは認めら
れない。

しかし・・・

Ｘ国
靴底が日本の原産品の場合、累積の
考え方を適用して、製品はタイの原
産品と認めることが可能となる

第39.07項

第63.07項
第64.06項 靴の部分品

（タイ原産品）

産品と認めることが可能となる。

タイ原産品の資格を獲得し易いという
大きなメリットがある。

※原産地証明書に「ＡＣＵ」の記載が必要

大きなメリットがある。
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ＧＳＰにおける自国関与基準参考

• 日本から輸出された材料について、特恵受益国等の原産品と
みなすことができる。みなす とができる。

• 輸入申告時に原産地証明書（Form A）とともにANNEX （原産地
証明書に記載された物品の生産に使用された日本からの輸入
料 する証 書 提 が必原料に関する証明書）の提出が必要。

特恵受益国日本

材料
消臭剤

製品
消臭芳香剤

特恵受益国日本第33.07項の品目別規則：
項の変更

消臭剤
（第33.07項）

消臭芳香剤
（第33.07項）上記規則を満たしておら

ず、自国関与の手続きをし
ていない（ANNEXがない）ていない（ANNEXがない）
場合、特恵税率の適用は
認められない。
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僅少の非原産材料
関税分類変更基準を満たさない非原産材料があったとしても、それがごく僅
かなものなら無視しようという考え方

日タイ協定品目別規則 第２１類 （各種の調製食料品）

2103.20 第2103.20号の産品への他の類の材料からの変更（第７類又は
第20類の材料からの変更を除く。）

Ａ国非原産材料の玉ねぎ（第7類）が品目別規
則を満たしていない とから 製品はタイ ¥5

第20類の材料からの変更を除く。）

タイ

第７類
たまねぎ

則を満たしていないことから、製品はタイ
の原産品と認められない。

¥5

¥100

Ｂ国

たまねぎ

第25類

第2103.20号

第７類

たまねぎの価額はトマトケチャップの価額
の５％ ←  タイ協定の場合、７％以下
なら僅少の非原産材料の規定が適用可能

¥100

第25類

塩 生鮮のトマト

(タイ原産)

第７類

製品はタイの原産品と認めることが可能
となる。 ¥2なる。

※原産地証明書に「ＤＭＩ」の記載が必要
25



第１類
第２類
第３類

第４類～
第８類

第９類
第10類～
第14類

第15類 第16類 第17類 第18類 第19類 第20類 第21類 第22類 第23類第24類 第25類
第26類～
第27類

主な僅少の非原産材料の適用対象品目の比較表参考 *適用できる品目、閾値
はEPAごとに異なる。

日シンガ
ポール
協定

×
産品のFOB価格の

7％以下
×

日メキシコ
協定

産品の取引
価格の10％
以下（※1）

× 産品の取引価格の10％以下（※1） × 産品の取引価格の10％以下（※1）

日日日日 日
マ
レ
ー
シ
ア
協
定

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
協
定

日
ブ
ル
ネ
イ
協
定
・

日
フ
ィ
リ
ピ
ン
協
定

×

日チリ
2008.92：

産品のFOB価格日チリ
協定

×
産品のFOB価格
の10％以下

×

産品のFOB価格の7％以下

日タイ協定 × 産品のFOB価格の7％以下 ×

日アセアン

産品の
FOB価格

1803.10,
1803.20,
1805 00： 産品のFOB価格の

2103.90：
産品のFOB

産品のFOB価日アセアン
協定

×
FOB価格
の10％以
下

×
1805.00：

産品のFOB価格
の10％以下

産品のFOB価格の
10％以下

価格の7％
以下

産品のFOB価
格の10％以下

×

その他：× その他：×
日スイス
協定

産品の工場渡し価格の7％以下
産品の工場渡し価格
の10％以下（※3）

0901.21,
産

1803.10, 2103 90：

日ベトナ
ム協定

×

0901.22：
産品のFOB
価格の10％
以下

×

産品の
FOB価格
の10％以
下

×

1803.20,
1805.00：産品の
FOB価格の
10％以下

産品のFOB価格の
10％以下

2103.90：
産品の
FOB価格
の7％以下

産品のFOB価
格の10％以下

×

その他：× その他：× その他：×

2501 00：

日インド
協定

×

1604.20,
1605.20,
1605.90：
×

2101.11, 
2101.20, 
2106.10, 
2106.90：
×

2207.10,
2207.20：
×

2501.00：
産品の
FOB価格
の7％以
下

×

産品のFOB価格の7％以下 産品のFOB価格の7％以下 その他：×産品のFOB価格の7％以下 産品のFOB価格の7％以下 その他：×

日ペルー
協定

産品の取引
価格の10％
以下（※1）

× 産品の取引価格の10％以下（※1） × 産品の取引価格の10％以下（※1）
産品のFOB価格
の10％以下

※１：産品の生産に使用する非原産材料が、原産品とされる産品と異なる号に掲げられる場合に限り、適用される。

※２：産品の関税分類を決定する材料に含まれる特定の繊維又は糸が、所定の関税分類変更を満たしていないことを理由として、当該産品が原産品と認められない場合に限り適用される。

※３：例外として、第32.04項及び第34.02項については、産品と同じ項に属する非原産材料については工場渡し価格の20％以下の場合と規定されている。
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第28類 第29類
第30類～
第 類

第35類
第36類～
第 類

第38類
第39類 ～
第 類

第46類
第47類～
第 類

第50類 第51類 第52類 第53類
第54類～
第 類

第64類～
第 類

主な僅少の非原産材料の適用対象品目の比較表 *適用できる品目、閾値
はEPAごとに異なる。

参考

第28類 第29類
第34類

第35類
第37類

第38類
第45類

第46類
第49類

第50類 第51類 第52類 第53類
第63類 第97類

日シンガ
ポール
協定

産品のFOB価格の10％以下 産品の重量の 7％以下
産品のFOB価
格の10％以下

日メキシコ
協定

産品の取引価格の10％以下
関税分類を決定する材料に含まれる特定の繊維又は糸の
総重量が当該材料の総重量の7％以下である場合（※2）

産品の取引価
格の10％以下

日日日日 日
マ
レ
ー
シ
ア
協
定

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
協
定

日
ブ
ル
ネ
イ
協
定

日
フ
ィ
リ
ピ
ン
協
定

産品のFOB価格の10％以下 産品の重量の 7％以下

産品のFOB
価格の10％
以下

日チリ
協定

産品のFOB価格の10％以下 産品の重量の 7％以下
産品のFOB価
格の10％以下協定 格の10％以下

日タイ
協定

産品のFOB価格の10％以下 産品の重量の10％以下
産品のFOB価
格の10％以下

日アセア
ン協定

産品のFOB価格の10％以下 産品の重量の10％以下
産品のFOB価
格の10％以下

日スイス
協定

産品の工場渡し価格の10％以下（※3） 産品の重量の 7％以下
産品の工場渡
し価格の10％

協定
産品の工場渡し価格の10％以下（※3） 産品の重量の 7％以下 し価格の10％

以下

日ベトナ
ム協定

産品のFOB価格の10％以下 産品の重量の10％以下
産品のFOB価
格の10％以下

2906.11, 
2918.14, 
2918.15,

3505.10, 
3505.20：

3809.10,
3824.60： 4601.29,

5001 00
51.02, 52.01～ 53.01,

日インド
協定

産品の
FOB
価格の
10％
以下

2940.00：
産品のFOB
価格の7％以

下

産品の
FOB
価格の
10％
以下

産品のFOB
価格の7％
以下

産品の
FOB
価格の
10％
以下

産品の
FOB価格
の7％以下

産品の
FOB
価格の
10％
以下

4601.94,
4602.19：
×

産品の
FOB
価格の
10％
以下

5001.00,
5003.00：
×

51.03：
×

52.03：
×

53.02：
×

産品の
重量の
7％以下

産品の
FOB価格の
10％以下

2905.44：×
3502.11,
3502.19：

その他：
産品の

その他：
産品の以下 以下 以下 以下 以下

×
産品の
FOB価格
の10％以
下

産品の
FOB価格
の10％以
下

その他：産品の重量の7％以下
その他：産品
のFOB価格
の10％以下

その他：産品
のFOB価格
の10％以下

日ペルー
協定

産品のFOB価格の10％以下 産品の重量の10％以下
産品のFOB価
格の10％以下格の10％以下

※１：産品の生産に使用する非原産材料が、原産品とされる産品と異なる号に掲げられる場合に限り、適用される。

※２：産品の関税分類を決定する材料に含まれる特定の繊維又は糸が、所定の関税分類変更を満たしていないことを理由として、当該産品が原産品と認められない場合に限り適用される。

※３：例外として、第32.04項及び第34.02項については、産品と同じ項に属する非原産材料については工場渡し価格の20％以下の場合と規定されている。 27



原産資格を与えることとならない作業

原産資格を与えることとならない作業とは？

原産資格を与える ととならない作業

• 原産資格を与えることとならない作業とは？
– 特定の作業が行われることのみをもって品目別規則に定める
関税分類変更基準又は加工工程基準を満たすものとはしない関税分類変更基準又は加工工程基準を満たすものとはしない
という規定

• 日タイ協定第31条協定第 条
（ａ）輸送又は保管の間に産品を良好な状態に保存することを確保
する作業（乾燥、冷凍、塩水漬け等)等

（ ）改装及び仕分（ｂ）改装及び仕分

（ｃ）組み立てられたものを分解する作業

（ｄ）瓶 ケース及び箱に詰めることその他の単純な包装作業（ｄ）瓶、ケ ス及び箱に詰めることその他の単純な包装作業

（ｅ）一の産品として分類される部品及び構成品の収集

（ｆ）物品を単にセットにする作業 包装用

KTH Logistics

（ｇ）（ａ）から（ｆ）までの作業の組合せ 段ボール

28



３．積送基準
積送基準とは

⇒貨物が日本に到着するまでに原産品としての資格を失って

いないかどうかを判断する基準

以下のいずれかの条件を満たす場合、産品は原産品としての資格を保持する

条件①：
直接輸送されること

日本Ａ国

Ｂ国Ｂ国
条件②：

第三国を経由する場合には、積卸
し及び産品を良好な状態に保存す
るために必要なその他の作業のみるために必要なその他の作業のみ
許容される。

29



４．手続的規定

手続的規定とは

⇒原産地基準及び積送基準を満たしていることを⇒原産地基準及び積送基準を満たしていることを

税関に証明すること

◆原産地基準を満たしていることの証明
①原産地証明書
②原産地申告

◆第三国を経由する場合、積送基準を満たしていることの証明
①通し船荷証券の写し①通し船荷証券 写し

②積替国の税関、官公署が発給した証明書

③税関長が適当と認めるもの③税 長

30



４．手続的規定

◆提出時期

◇原産地証明書：輸入申告時 （関税法施行令第6 条第 項）◇原産地証明書：輸入申告時 （関税法施行令第61条第4項）

・ただし、次の場合には原則として２か月以内の適当な期間、

原産地証明書の提出猶予の取扱いが可能

（関税法基本通達68 5 15 16）

原産地証明書の提出猶予の取扱いが可能

‐災害その他やむを得ない理由がある場合

許可前引取（ＢＰ）を行なう場合

・特例申告に係る貨物は、原産地証明書の提出は不要

（関税法基本通達68‐5‐15, 16）‐許可前引取（ＢＰ）を行なう場合

特 申 係 貨物 、 産 証明 提 要

‐保存義務のみ

‐取得期限は特例申告時まで
(提出免除：関税法基本通達67-3-4、保存義務：関税法施行令第4条の12 )

◇運送要件証明書 輸入申告時 （関税法施行令第61条第8項）

31
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４．手続的規定

◇原産地証明書

◆ 書類提出の免除

◇原産地証明書

・課税価格の総額が２０万円以下の貨物
（関税法施行令第61条第１項第２号イ）（関税法施行令第61条第１項第２号イ）

・輸入国が提出を免除する貨物
（ＥＰＡ特恵に関しては具体的な産品の指定はない。）（ＥＰＡ特恵に関しては具体的な産品の指定はない。）

◇運送要件証明書

・課税価格の総額が２０万円以下の貨物
（関税法施行令第61条第１項第２号ロ）

◆原産地証明書の有効期限

発給から1年間
32
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ZAIMU INTERNATIONAL CO.,LTD.
1111-1 CENTER BLD.
WATKET A MUANG CHIANGMAI

0000‐00

・・・適正に発給され
確

1

参考

WATKET A,MUANG CHIANGMAI
THAILAND たことの確認

・・・貨物の同一性の
確認

2ZEIKAN SHOJI CO.,LTD.
2-7-11 AOMI, KOTO-KU, 
TOKYO, JAPAN

2
1原

産 ・・・原産地基準の
確認

3
FROM CHIANGMAI THAILAND
TO TOKYO JAPAN BY SEA
ON BOARD DATE : January 12, 2011
VESSEL : ZEIKANMARU

1

産
地
証

ZP001
January
19 2011

20,000
kg

1,000CTNS

TOMATO KETCHUP

NO MARK1. “PS”

2

証
明
書

（
日
タ 19,2011

3
TOMATO KETCHUP

HS CODE:2103.20

“DMI”

2
2

3

書
タ
イ
協
定
のの
場
合
）

登録

CHIANGMAI   January 19 ,2011 January 19, 2011
輸出者
署 名 登録署名

登録
印影

CHIANGMAI

1

3333



0000‐00

②
ZAIMU INTERNATIONAL CO.,LTD.
1111-1 CENTER BLD.
WATKET A MUANG CHIANGMAI

一番よくある
②
貨
物

「
記
載

WATKET A,MUANG CHIANGMAI
THAILAND

ZEIKAN SHOJI CO.,LTD.
2-7-11 AOMI, KOTO-KU, TOKYO, 
JAPAN

問い合わせ

物
の
同

載
税
番
」

FROM CHIANGMAI THAILAND
TO TOKYO JAPAN BY SEA
ON BOARD DATE : January 19, 2011
VESSEL : ZEIKANMARU

一
性
の

」
と
「
適

50,000
kg

50Bags

ACETYLATED STARCH

NO MARK1. ZP001
January
19 2011

“PS”

の
確
認

適
用
税 「記載税番」と「適用税番」が相違する場合

ACETYLATED STARCH

HS CODE:3505.10

19,2011

番
」
は

関税法基本通達68－5－12(1)ロ(ｲ)の(ⅰ)、(ⅱ)又は(ⅲ)の条件に該当
すれば有効な原産地証明書と認められる。
【参考】上記通達に定める条件

登録

同
一
か

【参考】上記通達に定める条件

（ⅰ）「完全生産品」又は「原産材料のみから生産される産品」であり、
かつ、締約国原産品とすることに特段の疑義が認められない場合

（ⅱ）記載税番と適用税番の品目別規則が同一のものであり、かつ、

CHIANGMAI   September 15 ,2010 September 15,2010

輸出者
署 名 登録署名

登録
印影

CHIANGMAI

か 締約国原産品とすることに特段の疑義が認められない場合

（ⅲ）記載税番としたことに相当な理由があると認められ、かつ、締約国
原産品と認められる場合 34



レ シア （参考）

原産地証明書に記載される原産地基準の記号

協定名

マレーシア
インドネシア
ブルネイ
フィリピン

メキシコ チリ タイ
アセアン包
括

ベトナム インド ペルー

（参考）

一般特
恵

（ＧＳＰ）

完全生産品 Ａ ＷＯ Ａ （ ） Ｐ完全生産品 Ａ ＷＯ Ａ （a） Ｐ

原産材料のみから生産される産品 Ｂ ＰＥ Ｂ （b）
W＋
ＨＳ４桁

ＨＳコード４桁
Ｃ

W＋

実質的変
更基準を

一般ルー
ルを満た
す産品

ＨＳコ ド４桁
変更

―

ＣＴＨ
W＋
ＨＳ４桁

付加価値基準 ＲＶＣ ＬＶＣ ―

関税分類変更更基準を
満たす産
品

Ｂ （c）

品目別
規則を満
たす産品

関税分類変更
基準

Ｃ
ＰＳ

ＣＴＣ

Ｗ＋
ＨＳ４桁

付加価値基準 ＲＶＣ ＬＶＣ

加工工程基準 ＳＰ

その他
（D：各協定の条文を満たす産品、TPL：繊維製品 ―

Ｄ
ＴＰＬ

Ｄ ―
にかかる「適性証明書」が必要）

ＴＰＬ

適用する
場合記載

累積 ＡＣＵ ―

―
僅少の非原産材料 ＤＭＩ ―

（注）日シンガポール協定、日スイス協定の各原産地証明書には記載されない。

場合記載
代替性のある産品及び
材料

ＦＧＭ ― ＩＩＭ ＦＧＭ ―
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原産地証明書に不備があった場合の
〈基本的な〉処理について〈基本的な〉処理について

《 申 告 前 》 《 申 告 後 》《 申 告 前 》 《 申 告 後 》

◎貨物の引取を急ぐ
場合：

税率適

◎貨物の引取までに
余裕がある場合：
給機 産

◎有効と認められる場合：
・特恵税率を適用
◎有効とは認められな 場合・ＭＦＮ税率適用による

輸入申告
又は

ＢＰによる原産地証明

・発給機関による原産
地証明書の修正
又は

原産地証明書の取り

◎有効とは認められない場合：
・特恵税率の適用否認

・ＢＰによる原産地証明
書の提出猶予申請

・原産地証明書の取り
直し ＊有効性の判断については、

原産地調査官又は通関部門
に御相談ください

《処理に当たっての留意事項》

・申告後に特恵税率適用が否認される等、特恵税率からＭＦＮ税率に適用税率が
変更されたことにより増差税額が発生した場合 原則として加算税賦課の対象となる

に御相談ください。

変更されたことにより増差税額が発生した場合、原則として加算税賦課の対象となる。
・一旦ＭＦＮ税率適用で有効に輸入許可された場合、事後に適正な原産地証明書
を取得したとしても、更正は認められない。
・回答に時間が要する場合でも 原則として事後審査処理は行なわない
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・回答に時間が要する場合でも、原則として事後審査処理は行なわない。



５ ケーススタディ５．ケーススタディ

（１）第１６類 魚の調製品

（２）第２３類 ペットフード

（ ）第 類 ペイ ト用顔料（３）第３２類 ペイント用顔料

（４）第６２類 織物製衣類（４）第６２類 織物製衣類

（５）第６４類 革靴
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ケース（１）‐１ 第16類（魚の調製品）

フィリピンでエビの調製品（第1605 20号）を生産する

ケ ス（ ） 第 6類（魚の調製品）

フィリピンでエビの調製品（第1605.20号）を生産する。
日フィリピン協定上のフィリピン原産品と認められるか？

エビの調製品

フィリピン非原産材料

エビの調製品
（第1605.20号）豚肉（第２類）

アメリカ産

イトヨリ（第３類）
インドネシア産

えび（第３類） たまねぎ（第７類）

インドネシア産
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ケース（１）‐１ 第16類（魚の調製品）

日フィリピン協定品目別規則第１６類 （肉、魚又等の調製品）

1604 15 1605 40 第1604 15号から第1605 40号までの各号の産品への他の

ケ ス（ ） 第 6類（魚の調製品）

1604.15 ‐ 1605.40 第1604.15号から第1605.40号までの各号の産品への他の
類の材料からの変更（第３類の材料からの変更を除く。）

エビの調製品

フィリピン非原産材料

エビの調製品
（第1605.20号）豚肉（第２類）

アメリカ産

イトヨリ（第３類）
インドネシア産

えび（第３類） たまねぎ（第７類）

インドネシア産
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第３類の非原産材料（イトヨリ）は品目別規則を満たさないため、エビの
調製品はフィリピン原産品と認められない。



ケース（１）‐２ 第16類（魚の調製品）

タイでエビの調製品（第1605 20号）を生産する

ケ ス（ ） 第 6類（魚の調製品）

タイでエビの調製品（第1605.20号）を生産する。
日タイ協定上のタイ原産品と認められるか？

エビの調製品

タイ非原産材料

エビの調製品
（第1605.20号）豚肉（第２類）

アメリカ産

イトヨリ（第３類）
インドネシア産

えび（第３類） たまねぎ（第７類）

インドネシア産
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ケース（１）‐２ 第16類（魚の調製品）
日タイ協定品目別規則第１６類 （肉、魚又は甲殻類、軟体動物若しくはその他の水棲無脊椎動物の調製品）

1605.20 1605.20号の産品への他の類の材料からの変更（第３類の非原産材料を使用す

ケ ス（ ） 第 6類（魚の調製品）

る場合には、当該非原産材料のそれぞれが東南アジア諸国連合の加盟国である
第三国において漁ろうにより得られ、又は東南アジア諸国連合の加盟国である第
三国において登録され、かつ、当該第三国の旗を掲げて航行する船舶により当該
第三国の領海に属しない海から得られる場合に限る ）第三国の領海に属しない海から得られる場合に限る。）

＊日シンガポール協定及び日マレーシア協定の品目別規則にも同様の規定がある。

第３類の非原産材料の使用は、アセアン加盟国産材料に限定。アセアン加盟国
産の第３類の非原産材料を使用した場合、製品はタイ原産品として認められる。

タイ

エビの調製品
（第1605 20号）

タイ

豚肉（第２類）
アメリカ産 （第1605.20号）アメリカ産

イトヨリ（第３類）
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インドネシア産
えび（第３類） たまねぎ（第７類）



ケース（１）‐２ 第16類（魚の調製品）

エビの調製品

タイ

豚肉（第２類） エビの調製品
（第1605.20号）

豚肉（第２類）
アメリカ産

イトヨリ（第３類）
？？？産

えび（第３類） たまねぎ（第７類）

非原産材料（イトヨリ） 産品（エビの調製品）非原産材料（イトヨリ） 産品（ ビの調製品）

マレーシア船舶により公海で漁ろう タイ原産品と認められる

インドで漁ろう タイ原産品と認められない

日本で漁ろう イトヨリに累積を適用すればタイ原産品と認められる

（参考）アセアン加盟国10カ国：（参考）ア アン加盟国 国
ブルネイ、カンボジア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム、インドネシア
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魚の調製品：日タイ協定税率適用について魚の調製品：日タイ協定税率適用に いて

僅少の非原産材料の適用ができないかどうか。

日タイ協定では、16類の産品に僅少の非原産
材料の適用枠の設定はない材料の適用枠の設定はない。
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ケース（２）‐１ 第23類（ペットフード）ケ ス（ ） 第 3類（ ットフ ド）

タイでペットフード（第2309.10号）を生産する。
日タイ協定上のタイ原産品と認められるか？日タイ協定上のタイ原産品と認められるか？

タイ非原産材料 タイ

ペットフード
（第2309 10号）

イ ド産 まぐろ

非原産材料

（第2309.10号）
インド産 まぐろフィレ

中国産 とうもろこし

ベトナム産 かつお節

中国産 とうもろこし

豚肉

ベトナム産 かつお節
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ケース（２）‐１ 第23類（ペットフード）
日タイ協定品目別規則第２３類

23.09 原産資格割合が40パーセント以上であること（第23.09項の産品への

ケ ス（ ） 第 3類（ ットフ ド）

関税分類の変更を必要としない。）

タイ非原産材料

インド産 まぐろフィレ
ＣＩＦ＄30 

ペットフード
FOB $100

中国産 とうもろこし
ＣＩＦ $20

ベトナム産 かつお節
CIF $15 豚肉

100－(30+20+15)産品の価額(FOB)－非原産材料価額(CIF)
×100 =  35％×100 ＝

100

ペットフードはタイ原産品と認められない

産品の価額(FOB)
100
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ケース（２）‐２ 第23類（ペットフード）ケ ス（ ） 第 3類（ ットフ ド）

タイでペットフード（第2309.10号）を生産する。
日アセアン協定上のタイ原産品と認められるか？日アセアン協定上のタイ原産品と認められるか？

タイ非原産材料 タイ

ペットフード
（第2309 10号）

イ ド産 まぐろ

非原産材料

（第2309.10号）
インド産 まぐろフィレ

中国産 とうもろこし

ベトナム産 かつお節

中国産 とうもろこし

豚肉

ベトナム産 かつお節
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ケース（２）‐ ２ 第23類（ペットフード）

日アセアン協定品目別規則第２３類

23.09 ＲＶＣが40パーセント以上であること RVC  (Regional Value Content)
⇒ 域内原産割合

タイ

ペットフード
非原産材料

インド産 まぐろフィレ
ＣＩＦ＄30 

中 産 とうも

FOB $100

ベトナム産 かつお節

中国産 とうもろこし
ＣＩＦ $20

ベトナム産 かつお節
ＣＩＦ$15 豚肉

100－(30+20+15)
×100 ×100 35％

ベトナム原産品は日アセアン協定上の非原産品

産品の価額(FOB)－非原産材料価額(CIF) 100 (30 20 15)
100

×100 ＝

47

×100 =   35％

タイ原産品と認められない

産品 価額( ) 非原産材料価額( )

産品の価額(FOB)



ケース（２）‐ ２ 第23類（ペットフード）

日アセアン協定品目別規則第２３類

23.09 ＲＶＣが40パーセント以上であること

非原産材料
タイ

ペットフード
インド産 まぐろフィレ

ＣＩＦ＄30 

中 産 とうも

FOB $100

ベトナム産 かつお節

中国産 とうもろこし
ＣＩＦ $20

ベトナム産 かつお節
ＣＩＦ $15 豚肉

かつお節に累積を適用すると・・・

×100
産品の価額(FOB)－非原産材料価額(CIF)

×100 50％100－(30+20)

48タイ原産品と認められる

×100 ＝
産品 価額( ) 非原産材料価額( )

産品の価額(FOB)
×100 =   50％100 (30 20)

100



日アセアン協定における累積の規定の意義参考

日本ベトナム

締約国 締約国

日本以外の締約国(左図では、マ
生産に使用される 本ナ

日本の原産品Ｒ１

レーシア)に関しても、日アセアン
協定の特恵原産地規則上のマ
レーシア原産品と認められ、生産

ば

生産に使用される
場合、ベトナムの
原産材料とみなす
ことができる

Ｒ２

Ｒ１

非原産材料
Ｒ３

ベトナムの
原産材料

に使用されれば、累積の規定の
適用により、ベトナム原産材料と
みなすことが可能。

生
産

産品Ａ 産品Ａ ⇒従来の二国間ＥＰＡに比べ、
(概念的には)原産資格を獲得し
易くなっている。生

ただし、ただし、

アセアン加盟国であっても、日ア

Ｒ４ マレーシア

締約国

Ｒ５

産

国 あ 、
セアン協定の効力が生じていな
い国(非締約国非締約国)に関しては、同に関しては、同
協定の規定（累積）は適用されな協定の規定（累積）は適用されなインドネシア

ベトナムの原産材料と
みなすことはできないみなすことはできない

Ｒ５

マレーシアの
原産品

いい。インドネシアの
原産品 Ｒ４ 非締約国

Ｒ５
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日アセアン協定税率と日タイ協定税率が併存している場合

輸入申告

HS 2309 10 099 :TH

日アセアン協定税率 日タイ協定税率

HS:2309.10‐099   ORIGIN:TH（タイ）

2309.10‐099
（¥19.64/kg）

2309.10‐099
（¥8.18/kg）

併存

２国間ＥＰＡ税率と多国間ＥＰＡ税率のどち
らかを選ぶかは輸入申告者の選択に委ね

原産地
証明書
FORM

原産地
証明書
FORM AJ

らかを選ぶかは輸入申告者の選択に委ね
られる。ただし、適用を受けようとする協定
の原産地証明書を提出する必要がある。

FORM 
JTEPA

FORM AJ

日アセアン協定の原産地証明書（FORM AJ） では、
日タイ協定税率を適用することは出来ない。
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日アセアン協定税率に係る留意点
参考

日アセアン協定税率に係る留意点

日アセアン協定税率と日本の東南アジア諸国との間の既存の二国間
税率（ ）とは併存する

例えば、タイから貨物を輸入する場合、以下の２種類（GSP税率が最も低い税率

ＥＰＡ税率（SG、ＭＹ、ＴＨ、 BN、ＶＮ、ＰＨ）とは併存する。
（注）一般特恵税率に関しては、日アセアン協定税率及び二国間ＥＰＡ税率よりも低い場合、ＥＰＡ税率と併存。

ＧＳＰ税率≧ＥＰＡ
類

の場合は３種類）の特恵税率が存在する。

日タイ協定日アセアン協定
GSP税率＜EPA税率の品目

一般特恵

ＧＳＰ税率≧ＥＰＡ
税率の場合、ＧＳＰ
税率は適用不可。
（関税暫定措置法
施行令第25条）

※いずれの特恵税率を適用するかは、輸出者(又は輸入者)の選択に委ねられることとなる。
ただし、各原産地規則の間には微妙な差異があり、適用しようとする協定の原産地規則を満たしていること、
適用しようとする特恵制度の原産地証明書の取得が必要。

カンボジア、ラオス及びミャンマー（LDC対象国）に関しては、日日アセア
ン協定と 般特恵関税制度と併存する

適用しようとする特恵制度の原産地証明書の取得が必要。

ン協定と一般特恵関税制度と併存する。

一般特恵日アセアン協定
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般特恵日アセアン協定



ケース（３） 第３２類（ペイント用顔料）

マレーシアでペイント用顔料（第32.12項）を製造する。
日アセアン協定上のマレーシア原産品と認められるか？日アセアン協定上のマレ シア原産品と認められるか？

シマレーシア

タイ産尿素樹脂

インド産溶剤

オーストラリア産

添加剤 ペイント用顔料
（第32.12項）

日本産顔料
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ケース（３） 第３２類（ペイント用顔料）

日アセアン協定第26条1
第24条(b) の規定の適用上、次に掲げる産品は、締約国の原産品とする。
(a) 次条に定める計算式を用いて算定する当該産品の域内原産割合が40％以上の産品であって、生産の最終工程

日アセアン協定付属書２に第32類
の品目別規則の規定はない。

(a)次条に定める計算式を用いて算定する当該産品の域内原産割合が 0 以 の産品であって、生産の最終 程
が当該締約国において行われたもの
(b) 当該産品の生産に使用されたすべての非原産材料について、当該締約国において統一システムの関税分類の
変更であって四桁番号の水準におけるもの（すなわち、項の変更）が行われた産品

タイ産尿素樹脂
（第39.09項）

マレーシア

インド産溶剤
（第29.06項）（第 項）

オーストラリア産

添加剤
ペイント用顔料
（第32.12項）

（第28.11項）

日本産顔料
（第 項）
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（第32.04項）



ケース（３） 第３２類（ペイント用顔料）
一般ルールは、 (a) 又は
(b)を満たしていればよい。日アセアン協定第26条1

第24条(b) の規定の適用上、次に掲げる産品は、締約国の原産品とする。
(a) 次条に定める計算式を用いて算定する当該産品の域内原産割合が40％以上の産品であって、生産の最終工程(a)次条に定める計算式を用いて算定する当該産品の域内原産割合が 0 以 の産品であって、生産の最終 程
が当該締約国において行われたもの
(b) 当該産品の生産に使用されたすべての非原産材料について、当該締約国において統一システムの関税分類の
変更であって四桁番号の水準におけるもの（すなわち、項の変更）が行われた産品

タイ産尿素樹脂
（CIF15USD）

マレーシア

インド産溶剤
（CIF15USD）

オーストラリア産 FOB 100USDオ ストラリア産
添加剤
（CIF10USD）

日本産顔料

ペイント用顔料
（第32.12項）

日本産顔料
（CIF10USD）

（第 項）
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産品の価額 － 非原産材料価額
―――――――――――――――

産品の価額
域内原産割合 ＝



ケース（４） 第６２類（織物製衣類）

以下の材料からシャツ（第62.05項）を生産する。
日タイ協定上のタイ原産品と認められるか？

ケ ス（ ） 第 類（織物製衣類）

日タイ協定上のタイ原産品と認められるか？

非原産材料

タイ生地（第54.07項） カンボジア産

生地（第60.02項） 日本産 シャツ
（第62 05項）

生地（第54.08項） インドネシア産

生地（第54.08項） 中国産

（第62.05項）

ボタン（第96.06項） 中国産

糸（第55.08項） 中国産
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ケース（４） 第６２類（織物製衣類）

日タイ協定品目別規則第６２類 （衣類及び衣類附属品（メリヤス編み又はクロセ編みのものを除く。））

ケ ス（ ） 第 類（織物製衣類）

62.01‐
62.11

第62.01項から第62.11項までの各項の産品への他の類の材料からの変更（第
50.07項、第51.11項から第51.13項までの各項、第52.08項から第52.12項までの各
項、第53.09項から第53.11項までの各項、第54.07項、第54.08項、第55.12項から
第 項までの各項又は第 類の非原産材料を使用する場合には 当該非原第55.16項までの各項又は第60類の非原産材料を使用する場合には、当該非原
産材料のそれぞれがいずれかの締約国又は東南アジア諸国連合の加盟国である
第三国において製織された場合に限る。）

HS参考

●第50類から第55類 第60類の生地●第50類から第55類、第60類の生地

製織国に制限の
ある非原産材料

第５０類 第５１類 第５２類 第５３類 第５４類 第５５類 第６０類

絹 羊 ・ 獣 綿 その他植物性
人造繊維 メリヤス編物

及び
クロセ編物

長繊維 短繊維
ク セ編物

税番

50.07 51.11 52.08 53.09 54.07 55.12 60類全て

51.12 52.09 53.10 54.08 55.13

51.13 52.10 53.11 55.14

52.11 55.15

5212 5516
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ケース（４） 第６２類（織物製衣類）

非原産材料

ケ ス（ ） 第 類（織物製衣類）

タイ生地（第54.07項） カンボジア産

生地（第54 08項） インドネシア産

生地（第60.02項） 日本産 シャツ
（第62.05項）

生地（第54.08項） インドネシア産

生地（第54.08項） 中国産

糸（第55 08項） 中国産

ボタン（第96.06項） 中国産

糸（第55.08項） 中国産

救済（僅少の非原産材料）の
規定は、適用は可能？？

品目別規則を満たさない非原産材料があるのでシャツは品目別規則を満たさない非原産材料があるのでシャツは
タイ協定上のタイ原産品と認められない。
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「関税分類を決定する構成部分」の規定
※一般特恵、日スイス協定、日インド協定にはない。

第６１類から第６３類
の品目別規則に規定

「50～63類に該当しない材料については、繊維
を含むか否かを問わず考慮しない」旨の規定有

当該産品について適用される規則は、これらの産品の関税
分類を決定する構成部分についてのみ適用されるも

の品目別規則に規定

分類を決定する構成部分についてのみ適用されるも
のとし、当該構成部分は、これらの産品に係る規則に定める関税分類
の変更の要件を満たさなければならない。

品目別規則を満たさない非原産材料を使用し品目別規則を満たさない非原産材料を使用し
ていても、当該材料が、関税分類を決定する構
成部分に該当しなければ 当該材料について成部分に該当しなければ、当該材料について
は品目別規則を考慮する必要はない。

＊事前教示において「関税分類を決定する構成部分に該当しない」とされた例＊事前教示において「関税分類を決定する構成部分に該当しない」とされた例：
芯地、ポケットの袋地
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繊維製品の品目別規則の比較表参考

協定
一般特恵

シンガポール・マレー
シア・タイ・インドネシ

日アセアン協定 日インド協定協定
(ＧＳＰ)

タ
ア・ブルネイ・フィリピ
ン・ベトナム協定

日アセアン協定 日インド協定

衣類 糸からの製造 類の変更 類の変更 製織・編上の工程衣類
(編物:
ＨＳ第
６１
類)

糸からの製造

【2工程ルール】

糸→編物→衣類

類の変更

（非原産材料の生地※1

を使用する場合の製
織・編上の工程は日

類の変更

（非原産材料の生地※1

を使用する場合の製
織・編上の工程はアセ

製織・編上の工程
と製品化の工程が
インドにて行われ
ること

類) 糸→編物→衣類 織 編上の工程は日
本・アセアン加盟国に
限定）

織 編上の工程はアセ
アン協定締約国※2に限
定）

【2工程ルール】

糸→編物→衣類

衣類
(織物:

織物からの製造

【2工程ルールの一部緩和】

糸→編物→衣類

【2工程ルールの一部緩和】

糸→編物→衣類

糸→編物→衣類(織物:
ＨＳ第
６２
類)

【1工程ルール】

織物→衣類
日本・アセアン加盟国可 日本 アセアン協定締約国可

上記表は大まかな傾向を示したもので、厳密な品目別規則とは異なる。

※1：各協定に税番の指定がされている

日本 アセアン加盟国可 日本・アセアン協定締約国可

※1：各協定に税番の指定がされている。
※2：日アセアン協定締約国：2012年8月現在日本及びASEAN構成国（ブルネイ、カンボジア、インドネシア、ラオス、
マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム）のうちインドネシアを除く9カ国。
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ＧＳＰ 第61類（ニット）
参考

カンボジアでニット（第61.10項）を製造する。
一般特恵原産地規則上のカンボジア原産品と認められるか？

第6 類（ ット）

般特恵原産地規則上のカンボジア原産品と認められるか？

表生地（第60 04項）

カンボジア

表生地（第60.04項）
日本で編み立て

ラベル（第58.07項）
日本 製織

裏生地（第54.07項）
ベトナムで製織

日本で製織

ニット
（第61 10項）

トナムで製織

縫糸（第54.01項）
中国産 （第61.10項）中国産

ボタン（第96.06項）
中国産
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参考 日本から輸出して
いれば自国関与ＧＳＰ 第61類（ニット）

関税暫定措置法施行規則別表第６１類の規則

類 紡織用繊維 糸から 製造

いれば自国関与
制度適用可能

第6 類（ ット）

61類 紡織用繊維の糸からの製造 備考5：
関税定率法別表第61類から第63類までに該当する
物品が原産品であるか否かを決定するに当たり、

物品の生産に使用された原料又は材料であって同表
第50類から第63類までに該当しないものについて第50類から第63類までに該当しないものについて
は、繊維を含むか否かを問わず、考慮しない。

カンボジア

表生地（第60.04項）
日本で編み立て

ラベル（第58 07項）

裏生地（第54.07項）

ラベル（第58.07項）
日本で製織

製品の10％以下の重量で
ベトナムで製織

縫糸（第54 01項）

製品 以下 重量
あれば、僅少適用可能

ニット
（第61.10項）

縫糸（第54.01項）
中国産

ボタン（第96.06項）
中国産中国産
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ケース（５） 第６４類（革靴）

ベトナムで革靴（第6403.99号）を生産する。
日アセアン協定上のベトナム原産品と認められるか？

ケ ス（ ） 第 類（革靴）

ベトナム（A社）中国産プラスチッ
ク

日アセアン協定上のベトナム原産品と認められるか？

クシート
（第39.21項）

中国産革地
（第41.07項）

女性用革靴

ベトナム所在の
B社から購入し

第6403.99号

た靴底
（第64.06項）

原産材料？

日アセアン協定品目別規則第６４類

64類 CC      (Change of Chapter ：類変更)
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ケース（５） 第６４類（革靴）

日アセアン協定品目別規則第６４類

64類 CC

ケ ス（ ） 第 類（革靴）

64類の非原産材料使用は不可64類 CC

自国で調達した場合、当該材料が非原産材料である
可能性もあるため 靴底の原産性について確認する

64類の非原産材料使用は不可

ベトナム（B社）中国

中国産プラ チ ク

可能性もあるため、靴底の原産性について確認する。

中国産プラスチッ
クシート

（第39.21項）

中国産プラスチック
シート

（第39.21項）

靴底
（第64.06項）
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ケース（５） 第６４類（革靴）

日アセアン協定品目別規則第６４類

64類 CC

ケ ス（ ） 第 類（革靴）

中国 ベトナム（B社）

64類 CC

靴底
（第64.06項）

靴底
（第64.06項）

部分品の
等取り付け等

ベトナムで類が変わる加工工程を経なければ、
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ケース（５） 第６４類（革靴）

日アセアン協定品目別規則第６４類

64類 CC

ケ ス（ ） 第 類（革靴）

中国産プラスチッ
ク

ベトナム（A社）

64類 CC

クシート
（第39.21項）

トナム（A社）

中国産革地
（第41.07項）

ベトナム所在の
B社から購入し

女性用革靴

第6403 99号た靴底
（第64.06項）

第6403.99号

非原産材料
であった場合
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原産地規則について（最後に） 原産地規則に て
特に留意をお願いしたい事項

原産地証明書があれば、万事ＯＫではない
際 産 基 積送基 があ– 実際に原産地基準・積送基準を満たす必要がある

税関ＨＰに掲載【非原産材料を使っていた場合】

最終製品のＨＳ番号の品目別規則を確認

使用材料のＨＳ番号、原産国、価格、製造
工程等を確認
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税関ホームページ
htt // t j /

参考

http://www.customs.go.jp/

『輸出入の手続き』をクリック『輸出入の手続き』をクリック

『経済連携協定（ＦＴＡ/ＥＰＡ）』はここをクリック

『事前教示』はここをクリック
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輸入者の皆様へ

輸入通関をよりスムーズに行い、一層の正確性を期すため、輸入通関をよりスム ズに行い、 層の正確性を期すため、
原産地認定 についての

「文書による事前教示 とは「文書による事前教示」とは、
輸入を予定している貨物の原産地を税関に文書で照会し、文書で回答を受け
ることができる制度で、
●事前に一般特恵税率や経済連携協定税率の適用が可能か知ることができる
●輸入申告時に回答書を添付することにより 原産地の認定がスム ズに行

カスタム君シェリ－ちゃん

●輸入申告時に回答書を添付することにより、原産地の認定がスムーズに行
われ、貨物の引取りが早くなる
●回答内容は、照会された商品の輸入通関審査に際し、３年間尊重される

などのメリットがあります。

◎ 《 文書による事前教示照会書の様式の入手方法 》
・税関ホームページ（http://www.customs.go.jp）からダウンロードできます。
・トップページの右側の「▼税関手続きの案内」→「税関様式及び記載要領」→「関税法関係[C]」
で様式の一覧表が表示されます。
○ 関税分類については、 「事前教示に関する照会書 (C‐1000)」
○ 原産地については、 「事前教示に関する照会書(原産地照会用) (C‐1000‐2)」
○ 関税評価については、 「事前教示に関する照会書(関税評価照会用) (C‐1000‐6)」

◎ 《 具体的な手続等に関しては、関税法基本通達7‐17、7‐18、7‐19の2をご参照ください。》
・税関ホームページ（ http://www.customs.go.jp ）からご覧になれます。
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ご不明の点があればご不明の点があれば・・・

• 適用税率等のＥＰＡ関連の情報は税関ホームページからご覧いた税 関 情報 税関 覧
だけます。

http://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/fta‐epa_index.htm

• ご質問・ご不明の点等がありましたら、お近くの税関又は貨物を輸入
申告する税関の原産地規則担当部門（下記参照）にご照会下さい。

函館税関業務部原産地調査官：0138‐40‐4256函館税関業務部原産地調査官：0138 40 4256

東京税関業務部原産地調査官：03‐3599‐6527

横浜税関業務部原産地調査官：045‐212‐6174

名古屋税関業務部原産地調査官：052‐654‐4205

大阪税関業務部原産地調査官：06‐6576‐3196

神戸税関業務部原産地調査官：078‐333‐3097

門司税関業務部原産地調査官：050‐3530‐8369

長崎税関業務部統括審査官(通関総括部門) 095 828 8665長崎税関業務部統括審査官(通関総括部門)：095‐828‐8665

沖縄地区税関統括審査官(通関総括第１部門)：098‐862‐8692

上記の各税関原産地規則担当部門においては、原産地に係る事前教示も
受け付け おります お気軽 ご相談 さ受け付けておりますので、お気軽にご相談下さい。
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ご清聴ありがとうござ ましたご清聴ありがとうございました。
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